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研究要旨 
我が国の循環器病デジタルヘルスの利活用の実態が不明であり、関連学会（日本脳卒中

学会、日本循環器学会等）基幹・教育施設を対象とした施設調査を介して、循環器病診療
体制の現状と課題、デジタルヘルスの実装による機会と成功、障害を把握した。地域医療
ネットワーク、デジタル病診連携、遠隔モニタリングなど、各疾患領域でのデジタルヘル
ス導入率や、導入が進まない主な理由（人的資源の不足、費用負担、必要性の認識不足な
ど）が明らかとなった。特に脳卒中分野では、画像診断支援システムや救急隊との連携に
おける導入事例が報告された。脳卒中、心疾患、大動脈の分野において、デジタルヘルス
の導入の分野は異なり、疾患特性による相違が認められた。全体にデジタルヘルスの導入
率は低く、導入の障壁は、各分野において共通しており、諸外国からの報告と一致してい
た。医師の働き方改革が実施され、今後働き手が減少していく中で、医療の効率化を図る
ためには、デジタルヘルスの利活用は喫緊の課題である。今後の推進に向けた論点や指標
策定の必要性が示唆された。 
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Ａ．研究目的 
脳卒中では、医療用コミュニケーションアプリの
導入により、急性期再開通療法における時間
短縮が達成された。心臓病の分野では、慢性
期疾患管理へのデジタルヘルスの利活用が始
まっている。しかし疾患特性が異なる循環器病
のデジタルヘルスが、医療の効率性や価値の
向上をもたらすかは、明らかでない。  
本研究では、循環器病デジタルヘルスの実装
の現状、実装の機会と成功、実装実現への障
害に関する質問表による施設調査を行い、我
が国の実態に応じた循環器病デジタルヘルス
推進指標を策定することを目標とする。 

 
Ｂ．研究方法 

令和5年度は、関連学会（日本脳卒中学会、
日本循環器学会等）基幹・教育施設に対し、循
環器病分野のデジタルヘルスの現状と課題に
関する横断的な施設調査を実施する。本研究
への参加を同意した施設を対象に、施設要
因、実装しているデジタルヘルスの分類、対象
循環器疾患（虚血性脳卒中、出血性脳卒中、
虚血性心疾患、心不全、大動脈解離）、実装時
期、導入コスト等を、疾患特性の異なる循環器
病毎に調査する。調査項目の策定に際して
は、デジタルヘルスの導入の先行例に対するヒ
アリングを実施し、調査票を策定し、まず脳卒
中分野で調査を実施した。 

令和６年度は、引き続き、循環器病分野で施
設調査を実施した。さらにJ-ASPECT DPCデー
タを用いて、入退院支援システムの導入が在院
日数に与える影響を調査した。第1回班会議に
置いて、結果を公表した。 
 
（倫理面への配慮） 
個人に関する情報に該当しない既存の情報を
用いたため、人を対象とした倫理指針の対象外
であるため、倫理面の問題はない。 
 
Ｃ．研究結果 
令和５年度 ①.循環器病分野のデジタルヘルスの現状と課
題に関する質問表による施設調査の実施 ①-1. デジタルヘルスの導入の先行例に対し
てヒアリングを実施した。 
本年度の研究の主目的は、循環器病分野のデ
ジタルヘルスの現状と課題に関する質問表に
よる施設調査である。調査項目選定のための
事前調査として、デジタルヘルス実装の先行事
例を調査した。 
脳卒中領域：石川県及び山口県には、血栓溶
解療法は実施できるが、血栓回収療法実施医
が常勤していないPrimary Stroke Centerのみ
が点在している医療圏が存在しており、ICTを
用いた医療情報共有により、地域の脳卒中医
療が支えられていた。連携施設間でのJOIN(Al
lm社)によるリアルタイム・同報制を有した医療

関係者間コミュニケーションアプリにより、診療
科横断的な活用を実証中であるが、維持費の
捻出が今後の課題となっていた。 
心不全領域：九州大学における在宅心不全リ
ハビリテーションにおけるセルフケアタブレット
サポートシステムの有効性の検証に関する取
組を調査した。セルフケア強化システムを利用
した群では、リハビリテーションの実施率向上や
患者のセルフケア行動指標の改善が達成され
ていた。榊原記念病院では遠隔心不全リハビリ
テーションシステムとして、ウェアラブルウォッチ
により運動負荷を計測し、適切な運動強度を指
示する「TeleRehab」を開発・研究を実施してい
る。いずれのデジタルヘルスデバイスも患者の
Empowermentに有用であったとしている。 ①-2.ヒアリングの結果から課題を抽出し、質問
表を作成した。 
上記事前調査を経て、施設調査の項目内容を
整理し、一部社会実装の例示を含めた調査項
目を作成した（別紙①）。日本脳卒中学会研修
施設を対象として脳卒中分野におけるデジタ
ルヘルスシステムの導入状況に関する施設調
査を行い、149施設より回答を得た（回答率15.
6％）。調査回答施設の大半が一時脳卒中(PS
C)認定施設（144施設、96.6％）であり、約58％
（86施設）がPSC Core施設認定施設であり、43.
6％が500床以上の大病院であった。都道府県
別の回答率は、高い順に栃木県（50.0％）、宮
城県（40.0％）、岡山県（38.5％）、京都府（36.
4％）、山口県（33.3％）、高知県、秋田県（30.
0％）が30％以上の回答率であり、７都道府県
（沖縄、佐賀、山梨、青森、鳥取、奈良、福井）
の施設からは回答がなく、デジタルヘルスに関
する関心の地域差が示唆された。回答施設の2
023年度の実施件数は、rt-PA静注療法、血栓
回収療法は、中央値（四分位）が、それぞれ14
（７−23）、18（6-32.5）であった。 
デジタルシステムによる病診連携は27.5％の

施設で導入されており、主にJOIN(12施設)やS
ynapse Zero（FujiFilm社, 5施設）などが病院主
導で導入されており、脳卒中分野で活用されて
いた。自治体の予算でサーバーを構築し運営
する施設も見られた。一方で、未導入の理由と
しては、サービスを提供する人的資源の不足や
サポート体制の未整備を挙げる施設が多かっ
た。19.5％の施設では救急隊と病院の連携に
おいてデジタルデバイスが活用されており、大
半が自治体主導で運用されていた。脳卒中病
院前スケールや脳卒中主幹動脈閉塞スコアな
どの共有状況は一部の地区のみでの活用（5.
4％）にとどまっていた。脳卒中画像診療支援シ
ステムは14.1％の施設で導入されており、急性
期脳梗塞における虚血巣の診断を支援するR
APID（Ischema View社, 9施設)、Vitrea（Canon
社, 8施設）が導入されていた。遠隔モニタリン
グ（20施設、13.4％）を導入している施設は見ら
れたが、ほとんどが循環器領域（心電図 16施
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設）での活用であり、てんかんの遠隔モニタリン
グは1施設のみであった。一方で、遠隔医療（8.
7％）、入退院支援（4.9％）、診療支援システム
（4.1％）、循環器病の危険因子における疾患管
理システム（0.7％）、遠隔リハビリテーション
（0％）、服薬管理アプリの導入(0.7％)などのデ
ジタルヘルスシステムを導入している病院はほ
とんど見られなかった。 
循環器分野に関しては、心不全領域、虚血性
心疾患領域、大動脈緊急症領域毎に設問を設
定し、日本循環器学会協力のもと、学会の研
修・研修関連施設宛に施設調査を依頼し、集
計を開始した（別紙②及び③）。 
 
令和６年度 
日本循環器学会研修施設を対象として、心不
全・虚血性心疾患、大動脈疾患分野における
デジタルヘルスシステムの導入状況に関する
施設調査を行い、91施設より回答を得た。調査
回答施設の大半が日本循環器学会研修施設
（82施設、90.1％）であり、約43％（39施設）が50
0床以上の大病院であった。 
心疾患分野では、デジタルデバイスの導入

は、遠隔モニタリングが最も高く（44％）、ついで
地域医療情報ネットワーク（28.6％）、デジタル
デバイスによる救急隊と病院との連携（24.
2％）、画像診療支援システム（15.4％）、デジタ
ルシステムによる病診連携（11％）の順であっ
た。 
遠隔モニタリングの内容は、心電図、ペースメ

ーカー、デバイスのモニタリングであった。デジ
タルデバイスによる救急隊と病院との連携で
は、救急搬送時のJOINによるトリアージ、SCU
NA等の心電図伝送システム等が導入されてお
り、画像診療支援システムは、胸部単純写真の
スクリーニング、AI診断などが導入されていた。 
遠隔医療の導入率は脳卒中と同様で、eICU

やKAITOSなどの脳卒中とは異なるソフトウェア
が導入されていた。循環器病の危険因子にお
ける疾患管理システム（2.2％）、遠隔リハビリテ
ーション（0％）、服薬管理アプリの導入(0％)な
どのデジタルヘルスシステムを導入している病
院はほとんど見られなかった。 
デジタルシステムによる病診連携を導入しな

い理由としては、サービスを提供する人的資源
が不足、サポート体制が整っていないことが約7
8％と最多であり、費用負担の問題で維持困難
（37％）、データセキュリティ（29.6％）、サービス
の提供者、利用者のニーズの認識不足（28.
4％、22.2％）、保険収載されていないこと（25.
9％）が挙げられ、デジタルヘルスの導入全体
について、導入に際しての同様の障壁が認め
られた。 
大動脈疾患分野では、26施設から回答を得

た。調査回答施設の大半が日本循環器学会研
修施設（25施設、96.2％）であり、57.7％（15施
設）が500床以上の大病院であった。回答施設

における大動脈緊急症の年間症例数は、50-99
例が23.1％、100例以上が11.5％であった。 
大動脈疾患分野では、デジタルデバイスの導

入は、デジタルデバイスによる救急隊と病院と
の連携（30.8％）が最も高く、ついで地域医療情
報ネットワーク（26.9％）、遠隔モニタリング（23.
1％）、画像診療支援システム（15.4％）、デジタ
ルシステムによる病診連携, ICTによる入退院
支援システム（7.7％）の順であった。デジタル
ヘルスの導入に関する障壁については、他の
分野と同様であった。これは、導入によって本
来人的資源がセーブされるはずであるにも関
わらず、導入・運用するための人的リソースが
確保できていないという現状を示唆している。
「その他」の自由記述回答には、デジタルヘル
スの定義や存在を知らない、病院/大学全体の
方針として検討が進んでいない、導入の先にあ
るビジョンが見えない、地域として進んでいな
い、救急隊とのコスト意識の差や連携の問題、
高齢者のデジタルリテラシーの低さ、システム
間の標準化が進んでいない、といった具体的
な課題も挙げられていた。 
 
Ｄ．考察 
Curtis Lの報告（Obstet Gynecol Clin North 
Am. 2020 Jun;47(2):215-225.）によるとデジタ
ルヘルスは、患者と集団の健康をモニタリング
し改善するための、新しい技術主導型・データ
主導型のアプローチであり、遠隔医療、遠隔モ
ニタリングのみではなく、健康管理アプリやソー
シャルネットワークサービスなども含まれるとさ
れている。デジタルヘルスの導入には、チャン
ピオン・プロバイダーやニーズ、ICTを含めた技
術、患者支援システム、法や規制に対する理
解、資金、持続可能性が重要であるとしてい
る。 
海外の事例でも、脳卒中領域でのデジタルヘ
ルスは、tPA静注療法や血栓回収療法などの
治療適応となる症例選択や病診連携、脳卒中
予防及びリハビリテーションサービスへの遠隔
アクセスの提供などで活用されていた。循環器
病において、急性期治療、リハビリテーション、
慢性期疾患管理などの分野では、遠隔医療に
よるサービス提供を支持するエビデンスを有し
ていた（Heart, Lung and Circulation (2017) 2
6, 331–337）。包括的脳卒中センターにおける
AI搭載コミュニケーションツール（Viz.ai）の活
用が再開通療法の時間短縮に貢献しているこ
とも報告されていた（AJNR Am J Neuroradiol 
44:47–53 Jan 2023）。 
本研究の脳卒中を対象とした施設調査では、9
7.6％がPSC認定施設からの回答であり、地域
の脳卒中治療を担う中核施設のデジタルヘル
スシステムの導入実態を反映する結果である。
急性期脳梗塞治療の症例選択に関わる脳血
流評価システムが多く導入されており、救急隊
との連携や病診連携などの受け入れに関わる
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項目についで高い項目となっていた。またAIに
よる画像診断や遠隔画像診断を導入している
施設は12.2％と同様に高く、大規模総合病院
の特性が反映されていると考えられる。一方
で、遠隔診療やモニタリング、循環器病の危険
因子の疾患管理アプリ、服薬管理システムなど
亜急性期から慢性期・維持期をターゲットにし
たデジタルヘルスシステムの導入はほとんど行
われておらず、人的及び金銭的リソースの不足
以外に、医療提供者側のデジタルヘルスケア
に対する関心の低さ、及び利用者側のデジタ
ルリテラシーの低さも同様に障害となっていた。 
 令和６年度に実施した心疾患を対象にした施
設調査では、脳卒中とは異なる領域での導入
が進んでおり、主に不整脈を対象とした遠隔モ
ニタリング、救急隊と病院との心電図伝送シス
テムの活用が特徴としてあげられた。画像診断
では、AIによる胸部単純写真のスクリーニング
等が実装されていた。大動脈疾患を対象にし
た施設調査では、デジタルデバイスによる救急
隊との連携が最多であり、大動脈センター等へ
の救急搬送に活用されている可能性がある。 
 一方、脳卒中領域と同様に、遠隔リハビリテー
ション、循環器病の危険因子管理アプリ、服薬
管理アプリはほとんど導入されておらず、今後
の課題であると考えられた。 
ESC e-Cardiologyワーキンググループは循環

器疾患に越えるデジタルヘルス導入の課題を
克服するため、導入における障害を1）各関係
者の導入に向けた抵抗（患者のモチベーション
とリテラシーの欠如・医療従事者側の信念の欠
如）、2）法的・倫理的・技術的な障壁（個人情報
保護やセキュリティへの懸念・システムの拡張
性の低さ）、3）そのほかの障壁（医療経済評価
の欠如・保険償還の欠如）に大別し、1）患者及
び医療従事者それぞれに向けた教育プログラ
ムの確立、2）デジタルヘルス認証プログラムの
確立、3）システムへの臨床的分析と社会経済
的分析の両方を組み合わせた研究による経済
的エビデンス評価の推奨・保健業界や政策立
案者への情報提供がそれぞれ障壁を解決でき
るとしている。 
 
Ｅ．結論 

令和５年度の脳卒中領域に続き、令和６年度
は、心臓、大動脈領域を対象としたデジタルヘ
ルスシステムの導入状況に関する施設調査を
実施した。急性期領域でのシステム導入状況と
比較し、慢性期や維持期をターゲットとしたシス
テムの導入状況は乏しかった。脳卒中、心疾
患、大動脈の分野において、デジタルヘルスの
導入の分野は異なり、疾患特性による相違が
認められた。全体にデジタルヘルスの導入率
は低く、導入の障壁は、各分野において共通し
ており、諸外国からの報告と一致していた。 

医師の働き方改革が実施され、今後働き手
が減少していく中で、医療の効率化を図るため

には、デジタルヘルスの利活用は喫緊の課題
である。 
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